予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　宇宙分野進出支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部　航空宇宙産業課　産業振興係　電話番号：058-272-1111（内2936）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：c11354@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　1,580千円（前年度予算額：1,580千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県 債
	一 般

財 源

	前年度
	1,580
	350
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,230

	要求額
	1,580
	382
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,198

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
航空宇宙産業への新規受注獲得・新規参入を目指す県内中小企業にとって、航空機分野については大手機体メーカーやその下請け企業が県内に集積することに加え、国内外で各種展示会・商談会が開催されており、自社の技術・製品をＰＲする様々な機会が提供されている。
一方で、宇宙分野においては、ロケットや人工衛星等の「宇宙機器産業」については、宇宙空間での使用に耐える広範な技術を要する。しかし、産業界が情報を得る機会は少なく、さらに自社技術をＰＲする機会も限られている。また、衛星データ等を活用する「宇宙利用産業」については、今後衛星サービス（通信・放送、測位、リモートセンシング（地球観測）等）が大きく進展することが見込まれているが、中小企業にとっての参入の可能性については情報が不足している。
（２）事業内容
宇宙分野への進出を目指す県内中小企業を対象に、宇宙産業の現状や国の宇宙産業政策の動向、企業等の取り組みなどを知るためのセミナーを開催する。また、小型衛星の開発といった宇宙機器産業や、衛星データの活用といった宇宙利用産業など、企業のニーズに基づいて勉強会を開催する。
これらを通じて、県内企業が宇宙産業の理解を深め、各社の事業内容や経営戦略に応じた事業展開の方向性を見定めることを支援するとともに、人工衛星やロケットなどの宇宙機器の製造や、衛星データの活用などを研究・開発する大手宇宙機器メーカー、宇宙ベンチャーなど宇宙関連企業等と県内企業と関係を構築し、自己の技術・製品・サービスをＰＲする場を提供する。
1 　宇宙産業参入支援セミナー
　宇宙産業の現状や国の宇宙産業政策の動向、企業等の取り組みなどについての最新情報を提供する
講演：内閣府宇宙開発戦略推進事務局、経済産業省、日本航空宇宙工業会、ＪＡＸＡ、大手宇宙機器メーカー、宇宙ベンチャー等
2 　宇宙産業勉強会
　　小型衛星の開発といった宇宙機器産業や、衛星データの活用といった宇宙利用産業など、企業のニーズに基づいて勉強会を開催する。
　　テーマ：小型人工衛星に必要な技術、衛星データの利活用等

（３）県負担・補助率の考え方
　　　　セミナーや勉強会の開催に係る講師謝金や会場借り上げなどの費用について県が負担。勉強会への参加に係る旅費等は企業自ら負担。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	謝金
	310
	セミナー等開催に係る謝金

	旅費
	815
	セミナー等開催に係る旅費、費用弁償

	需要費
	107
	用紙代等、会議費等

	役務費
	30
	通信運搬費

	使用料及び賃借料
	300
	セミナー等開催に係る会場費

	負担金
	18
	会議等参加費

	合計
	1,580
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想

　　　Ⅱ－１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　　　・航空宇宙産業を中核的産業に成長させる。
　・岐阜県成長・雇用戦略
　　　４－(５)　新規参入・宇宙分野進出への支援
○販路開拓支援等の総合支援
○宇宙分野への進出に向けた各種セミナーの開催
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　宇宙分野に関するセミナーや勉強会の開催機会を提供することにより、県内中小企業の宇宙産業への新規参入・販路開拓の促進、ひいては宇宙産業の裾野拡大に寄与する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	新規受注獲得件数（件）
	　　0
（H29）
	
	
	1　
(R1)
	5
(R2)
	　20%


○指標を設定することができない場合の理由
	　


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

①宇宙産業進出支援セミナーの開催

　○令和元年１１月に宇宙産業の現状や日本の宇宙産業政策の動向、宇宙ベンチャー企業の取り組みなどの最新情報を提供するセミナーを開催
②宇宙ベンチャー企業との個別マッチング
　○みずほ銀行などと連携し、宇宙産業進出支援セミナーの機会をとらえ、宇宙ベンチャーとともに県内企業を訪問し、マッチングの機会を提供
③宇宙関連企業との意見交換会
　○人工衛星の開発・運用等で長年の経験・実績を有する国内大手企業を県内企業とともに訪問し、今後の宇宙産業についての意見交換を実施


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○宇宙産業進出支援セミナーを開催し、宇宙産業の現状や日本の宇宙産業政策の動向、宇宙ベンチャー企業の取り組みなどの最新情報を知ることができた（参加者47名）。
○県内企業と、宇宙ベンチャー及び大手宇宙企業機器メーカーとのマッチングの機会を提供した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	宇宙産業での新規受注獲得・新規参入を目指す県内中小企業において、最新情報を入手する機会や、意欲や優れた技術力があっても自己の技術や製品をＰＲする機会がないことが課題であるため、県がこうした機会を提供する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	宇宙産業進出支援セミナーの開催、宇宙関連企業との意見交換会などを契機に、県内企業と宇宙ベンチャーや大手宇宙機器メーカーとの関係構築の場を設定した。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	○
	（公財）岐阜県産業経済振興センターの航空宇宙コーディネーターの支援、みずほ銀行のネットワークなどを活用し、企業ヒアリング、ニーズの掘り起こしなどを実施することで効率化が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
セミナーで包括的な情報を提供しても個々の企業のニーズに合ったテーマについて深掘りして情報収集を行う場がない、宇宙産業での新規受注獲得・新規参入に対する意欲や優れた技術力があっても自社の製品・技術を自ら提案することに関する経験・ノウハウがないことから、事業を深く知り、既存事業者との関係を構築する場を引き続き提供するなどの支援が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
（公財）岐阜県産業経済振興センター航空宇宙コーディネーターとの連携やみずほ銀行をはじめとしたネットワークなどを活用し、最新の宇宙産業の動向などを踏まえ、企業のニーズに合った勉強会の設定など、新規受注獲得・新規参入に向けた有効な支援を実施し、支援事業の内容、規模等を検討していく。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


